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1 一般的に注意書きとも呼ばれており、法規として正確に記載する必要がある場合を除き、以下では注
意書きと表記する。 
2 景品表示法の所掌は公正取引委員会より移管された（2009年 9月 1日）。 
3 2009年 9月 1日より。それ以前は排除命令と呼ばれていた。 
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た論文がある（例えば、Armstrong, Gurol & Russ 1980、Preston 1983、Preston 1987）。
また、概念研究も多く（例えば、Cohen 1972、Cohen 1975、Gardner 1975、Rosch 1975、
Jacoby & Small 1975、Shimp & Preston 1981、Wilkie, McNeill & Mazis 1984、Ford & 
Calfee 1986）、さらに、違反事例のケーススタディ（例えば、Richards & Preston 1992、





ば、Dyer & Kuehl 1974、Russo, Metcalf & Stephens 1981、Sawyer & Howard 1991）。 
                                                   










Burke, DeSarbo, Oliver & Robertson 1988、Johar 1995、Johar 1996）も存在する。こ
れらにおいても、実験手法を用い、上記のような方法論で検証している。さらに、実態把
握調査の中では一部サービス財が扱われている（Schutz & Casey 1981）が、サービス財












ができる。まず、①消費者の反応を測定するための尺度開発（例えば、Wells, Leavitt & 
McConville 1971、Schlinger 1979、Aaker & Bruzzone 1981）から始まり、②消費者の
反応とブランドへの態度、広告への態度（例えば、Aaker & Stayman 1990、McQuarrie & 
Mick 1992、Rosbergen, Pieters & Wedel 1997、Zhang, Wedel & Pieters 2009）、また、
③それらの因果関係（例えば、Lutz 1985、Miniard, Bhatla & Rose 1990、Brown & 
Styaman 1992）について一定の成果が見い出されている。さらに、④情報処理理論や消
費者の関与に関連づけて広告効果が測定され（例えば、Petty, Cacioppo & Schumann 1983、
Batra & Ray 1985、Mehta 1994、Meyers-Levy & Malaviya 1999）、⑤広告の繰り返し効
果と記憶に関してもさまざまな観点から検討されてきた（例えば、Krugman 1972、Anand 
& Sternthal 1990、Nedungadi, Mitchell & Berger 1993、D'Souza & Rao 1995、Law 
2002）。 
2 つ目はポジティブな長期効果であり、ブランド価値を醸成する広告の役割について明
らかにされている。①ブランド・エクイティと広告効果（例えば、Aaker & Biel 1993、
Kirmani & Zeithaml 1993、Sriram, Balachander & Kalwani 2007）や、②広告の長期効
果（例えば、Aaker & Carman 1982、Deighton, Henderson & Neslin 1994、MacInnis, Rao 
& Weiss 2002、Danaher, Bonfrer & Dhar 2008）が検討されている。また、③長期効果
に関するメタ分析（例えば、Clarke 1976、Assmus, Farley & Lehmann 1984、Tellis 1988、
Lodish, Abraham, Kalmenson, Livelsberger, Lubetkin, Richardson & Stevens 1995）と
レビュー論文による一般化（Vakratsas & Ambler 1999）というアプローチの研究も存在
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する。 
日本でも、広告効果測定については多くの研究者が取り組んできたテーマである（例え

















 対象者：通販化粧品、通販健康食品（サプリメント）を購入したことがある 30 歳
以上 50歳以下の主婦 16名。 
 対象ブランド：通販化粧品の新聞広告 7 本（「No.1 表示」3 本、数字・データ保証
表示 4本）、通販健康食品の新聞広告 13本（「No.1表示」7本、数字・データ保証
表示 6本）、自動車保険、家電、カメラ、コンピュータなどの新聞広告 12本（「No.1













 実施期間：2009年 11月 18日（水）～12月 8日（火）のうち 6日間。 
                                                   
7 2009年 9月 18日（金）～10月 18日（日）の朝日新聞の朝・夕刊から対象素材を選定した。 
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質が大きく異なるとは知覚されていないと仮定できる。したがって、効果のヒエラルキー・






























































選んだ人 439 名（69.9%）、家族に相談したが自分が中心になって選んだ人 189 名
（30.1%）であった。自動車保険への関心の程度としては、関心がある247名（39.3%）、




 回収数：計 628名、内訳は 20代 163名（26.0%）、30代 153名（24.4%）、40代 146
名（23.2%）、50代 166名（26.4%）8である。 
 実査期間：2010年 12月 9日（木）～19日（日）。 
 















                                                   
8 回収数 500名で調査を設計し、人口分布に従って 20代 110名、30代 140名、40代 119名、50代 131
名を予定していたが、分析において「売上 No.1」、あるいは「顧客満足度 No.1」表示を参考にする程度
により 2 群に分類する必要があり、各群最低 100 名得るまで実査を継続した。その結果、回収されたサ
ンプル数は記載の通りとなった。 
9 前年のインタビューに用いた広告が更新されていたので、新広告を使用することとした。 
（出所）『朝日新聞』2009年10月6日（火）朝刊。 （出所）『朝日新聞』2010年 9月 4日（土）朝刊 9。 
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① No.1の有効性に対する評価の 1因子を 2値に分けて、尺度構成用の質問を線形判別
分析にかける。 
② 尺度構成用の質問に対し、さまざまな因子数で因子分析を行う。 
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注意書き表示 1 0.86 正しい内容を伝えよ
うとしている 内容は理解しやすい 第 1位の根拠が具体的 
注意書き
は有効だ 
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表 2 仮説検証の結果のまとめ 
 注意書き表示 N 注意書き表示 1 注書き表示 2 
広告への好意 仮説 2棄却（+の影響） 仮説 1支持（+の影響） 仮説 1棄却（影響なし） 
広告への理解 仮説 2支持（–の影響） 仮説 1棄却（影響なし） 仮説 1支持（+の影響） 
確信 仮説 2棄却（影響なし） 仮説 1支持（+の影響） 仮説 1支持（+の影響） 
（出所）筆者作成。 
 
表 3 複数グループの制約条件 
モデル名 制約条件 
モデル 1 配置不変モデル（2群を同時に分析し、適合度を確認する） 
モデル 2 測定モデルのウェイト（因子負荷）の値はグループ間で一定 
モデル 3 上記に加え、構造モデルのウェイトもグループ間で一定 
モデル 4 上記に加え、構造モデルの共分散もグループ間で一定 
モデル 5 上記に加え、構造モデルの残差もグループ間で一定 
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7.1 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」の比較 
チューリッヒの広告は「顧客満足度No.1」を、ソニー損保の広告は「売上No.1」を訴求
し、内容が全く同じというわけではないが、No.1手法を採っているという意味では同類で














表 4 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1451.328 480 0.000 3.024 0.912 0.889 0.958 0.040  1691.328 
モデル 2 1486.468 496 0.000 2.997 0.910 0.891 0.957 0.040  1694.468 
モデル 3 1508.359 506 0.000 2.981 0.909 0.892 0.957 0.040  1696.359 
モデル 4 1526.153 512 0.000 2.981 0.908 0.892 0.956 0.040  1702.153 
モデル 5 1555.805 517 0.000 3.009 0.906 0.890 0.955 0.040  1721.805 
モデル 6 1682.179 540 0.000 3.115 0.898 0.887 0.950 0.041  1802.179 
（出所）筆者作成。 
 
表 5 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16 35.141 0.004 
モデル 3 26 57.031 0.000 
モデル 4 32 74.825 0.000 
モデル 5 37 104.477 0.000 




                                                   
13 http://www.zurich.co.jp/aboutus/about/profile.htmlより（アクセス日:2012年 11月 27日）。 
14 http://www.sonysonpo.co.jp/company/fr0500.htmlより（アクセス日:2012年 11月 27日）。 
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表 6 「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」：推定値の比較 
 
 
















への好意 0.313 0.152 0.162 0.455 0.132 0.283 0.710 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.511 0.047 0.570 0.505 0.050 0.477 -0.078 
広告への好意→広告へ
の理解 0.599 0.052 0.659 0.671 0.040 0.741 1.094 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.713 0.291 -0.406 -0.037 0.088 -0.026 2.225 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.377 0.078 0.506 0.210 0.038 0.205 -1.938 
広告への理解→確信 0.814 0.074 0.584 0.767 0.052 0.645 -0.520 
注意書き表示 2→確信 0.308 0.068 0.297 0.043 0.091 0.036 -2.323 
注意書き表示 1→確信 -0.010 0.082 -0.009 0.235 0.087 0.206 2.049 
確信→購買意図 0.910 0.039 0.808 0.896 0.038 0.822 -0.250 
確信→企業ブランド・










































って 2群に分類し、多母集団の同時分析を行った。モデル適合度指標は表 7の通りである。 
 
表 7 「No.1表示」の有効性評価：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1476.970 480 0.000 3.077 0.909 0.886 0.949 0.041 1716.970 
モデル 2 1502.165 496 0.000 3.029 0.908 0.888 0.949 0.040 1710.165 
モデル 3 1567.477 506 0.000 3.098 0.904 0.886 0.946 0.041 1755.477 
モデル 4 1603.420 512 0.000 3.132 0.902 0.885 0.945 0.041 1779.420 
モデル 5 1620.592 517 0.000 3.135 0.901 0.885 0.944 0.041 1786.592 
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表 8 「No.1表示」の有効性評価：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16  25.196 0.066 
モデル 3 26  90.507 0.000 
モデル 4 32  126.45 0.000 
モデル 5 37  143.623 0.000 
モデル 6 60  361.454 0.000 
（出所）筆者作成。 
 


















への好意 0.206 0.101 0.138 0.382 0.214 0.209 0.746 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.419 0.041 0.422 0.636 0.075 0.515 2.610 
広告への好意→広告へ
の理解 0.677 0.037 0.725 0.546 0.041 0.672 -2.580 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.255 0.098 -0.183 -0.091 0.132 -0.061 1.002 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.217 0.040 0.230 0.302 0.043 0.326 1.461 
広告への理解→確信 0.734 0.052 0.602 0.669 0.066 0.567 -0.804 
注意書き表示 2→確信 0.199 0.067 0.173 0.090 0.117 0.082 -0.803 
注意書き表示 1→確信 0.031 0.070 0.027 0.240 0.131 0.203 1.415 
確信→購買意図 0.804 0.036 0.742 1.028 0.047 0.808 4.121 
確信→企業ブランド・




























11）。よって、モデル 1 の 2 群を同時に分析する配置不変モデルを採択し、要因間の影響
度合いの差異について検証する（表 12）。 
 
表 10 注意書き文字の大きさの評価：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1511.608 480 0.000 3.149 0.908 0.885 0.955 0.041 1751.608 
モデル 2 1550.846 496 0.000 3.127 0.906 0.886 0.954 0.041 1758.846 
モデル 3 1604.833 506 0.000 3.172 0.903 0.885 0.952 0.042 1792.833 
モデル 4 1628.172 512 0.000 3.18 0.901 0.885 0.951 0.042 1804.172 
モデル 5 1667.453 517 0.000 3.225 0.900 0.883 0.949 0.042 1833.453 
モデル 6 1951.964 540 0.000 3.615 0.883 0.870 0.938 0.046 2071.964 
（出所）筆者作成。 
 
表 11 注意書き文字の大きさの評価：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16  39.238 0.001 
モデル 3 26  93.225 0.000 
モデル 4 32  116.565 0.000 
モデル 5 37  155.845 0.000 
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への好意 0.455 0.191 0.223 0.260 0.114 0.171 -0.878 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.510 0.043 0.544 0.564 0.056 0.521 0.777 
広告への好意→広告へ
の理解 0.617 0.047 0.686 0.690 0.042 0.750 1.161 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.461 0.188 -0.252 -0.089 0.087 -0.064 1.797 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.248 0.040 0.306 0.236 0.044 0.241 -0.206 
広告への理解→確信 0.590 0.056 0.460 0.882 0.061 0.720 3.533 
注意書き表示 2→確信 0.234 0.065 0.225 0.197 0.094 0.164 -0.324 
注意書き表示 1→確信 0.187 0.073 0.173 0.016 0.099 0.013 -1.392 
確信→購買意図 0.834 0.037 0.766 0.966 0.039 0.858 2.438 
確信→企業ブランド・










































表 13 注意書き表示への注目度合い：モデル 1～モデル 6の適合度指標 
 CMIN DF p値 
CMIN/
DF GFI AGFI CFI RMSEA AIC 
モデル 1 1564.391 480 0.000 3.259 0.906 0.883 0.951 0.042 1804.391 
モデル 2 1583.764 496 0.000 3.193 0.905 0.885 0.951 0.042 1791.764 
モデル 3 1642.491 506 0.000 3.246 0.901 0.883 0.949 0.042 1830.491 
モデル 4 1675.147 512 0.000 3.272 0.899 0.881 0.947 0.043 1851.147 
モデル 5 1694.079 517 0.000 3.277 0.898 0.881 0.947 0.043 1860.079 
モデル 6 1933.234 540 0.000 3.580 0.883 0.870 0.937 0.045 2053.234 
（出所）筆者作成。 
 
表 14 注意書き表示への注目度合い：配置不変モデルとの検定結果 
 DF CMIN p値 
モデル 2 16  19.372 0.250 
モデル 3 26  78.099 0.000 
モデル 4 32  110.756 0.000 
モデル 5 37  129.688 0.000 
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への好意 0.302 0.147 0.145 0.228 0.101 0.167 -0.319 
注意書き表示 1→広告
への好意 0.447 0.044 0.453 0.636 0.054 0.593 2.395 
広告への好意→広告へ
の理解 0.602 0.037 0.673 0.692 0.046 0.749 1.264 
注意書き表示 N→広告
への理解 -0.424 0.181 -0.228 -0.076 0.072 -0.060 1.770 
注意書き表示 2→広告
への理解 0.297 0.052 0.343 0.220 0.041 0.234 -1.362 
広告への理解→確信 0.632 0.053 0.504 0.866 0.066 0.704 2.921 
注意書き表示 2→確信 0.183 0.066 0.169 0.280 0.101 0.243 0.727 
注意書き表示 1→確信 0.176 0.072 0.159 -0.050 0.112 -0.041 -1.756 
確信→購買意図 0.809 0.036 0.750 0.984 0.042 0.866 3.838 
確信→企業ブランド・






準 5％）、「注意書き表示 N」→「広告への理解」、「注意書き表示 1」→「確信」（いずれも










































































①「顧客満足度 No.1」と「売上 No.1」の比較 
 「顧客満足度No.1」と「売上No.1」間のパス係数において、10％有意水準を含め、有
意差が認められたのは 4ヵ所であり、そのいずれも注意書き表示からのパスであった。 
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